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１．国土交通省関係予算
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※国土交通省ほか他省庁に係る公共事業も含まれている

※平成２１年度は、平成２０年度で特別会計に直入されていた 「地方道路整備臨時交付金」相当額（６８２５億円）が

一般会計計上に切り替わったため、見かけ上は前年度よりも増加（＋５．０％）しているが、この特殊要因を除けば△４．５％である。 2

公共事業関係費の推移
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直轄事業［中部地整］道路関係予算（H21・H22の比較）
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平成２３年度「国土交通省」関係予算概算要求平成２３年度「国土交通省」関係予算概算要求

国費総額 ： ５兆７，０７９億円（１．０２倍）

○公共事業関係費 ４兆８，３４２億円（１．００倍）

○非公共事業

・裁量的経費 ５，１８８億円（０．９２倍）

・義務的経費等 ３，５４８億円（１．０２倍）

（うち、「元気な日本復活特別枠」 ７，５４９億円）
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平成２３年度 国土交通省予算概算要求



【予算の重点方針】

○我が国の成長力・競争力の確保や地域の活性化に必要な道路事業に重点化する

とともに、事業効果の早期発現を図る観点から、今後３年間の開通予定箇所

（平成２５年度迄）に重点化を実施

○新規採択にあたっては、平成２２年度より事業箇所総数を増やさないことを基

本とし、事業箇所数の総量を管理

○直轄国道の維持管理については、サービスレベルの維持・向上等に係る様々な

工夫・取組みや地域の実情等を踏まえた運用の改善等を実践

○地域主権の確立に向けた取組みの中で、平成２３年度より、直轄事業の維持管

理の特定事業に係る地方負担を廃止することで、維持管理費に係る地方負担を

全廃

■平成23年度道路局関係予算概算要求（基本方針）
【平成23年度道路関係予算概要（H22.8）】

5

平成２３年度 道路関係予算概算要求



■平成23年度道路局関係予算概算要求（基本方針）
【平成23年度道路関係予算概要（H22.8）】

【効率的・効果的な事業実施】

＜厳格な事業評価の実施＞

○現行の新規事業採択時評価等に加えて、計画段階におけるバイパス、交差点改良等

の代替案も含めた評価の試行的実施、交通安全事業における「成果を上げるマネジ

メント」の導入など、政策目標評価型事業評価を導入

＜コストの徹底した縮減＞

○道路構造について、当面の現道活用を含めた検討や道路構造令の弾力的運用、維持

管理について統一的な基準の設定などにより、徹底したコストの縮減等の取組みを

実施

＜既存ストックの有効活用＞

○高速道路の原則無料化の社会実験や料金施策、ＩＴＳ技術の活用を通じて、並行する

一般道路の円滑化等の取組みを推進

○既存道路の上下空間を民間開放するなど、新たな官民連携を推進
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２．中部地方の特徴及び道路を巡る課題
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中部地方

◆中部地方は、わが国の中央に位置し、太平洋沿岸の温暖な平地部と内陸部の日本を代表す

る山岳地域に大別。中部の全国における面積シェアは８％。人口シェアは１２％。

◆中部圏は、自立性の高い都市が多極分散型で立地

人口10万人以上の拠点性の高い都市が分散。

（出典）平成17年国勢調査をもとに作成

【多極分散型の地域構造】

中部圏

首都圏

近畿圏

■ 人口10万人以上の都市
● 拠点性の高い都市
（人口10万人以上・就従比1.0以上）

【中部の基礎指標の
全国シェア】
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14.0%

面積 人口 世帯数

面積：国土地理院面積調査（1999年）
人口・世帯：国勢調査（2005年）

就従比：従業人口（就業者の勤務地の人口）／（就業者の居住地の人口）
就従比が1．0を超えた場合、昼間に就業者が集まることを意味する。

中部地方の特徴（多極分散型地域構造）
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○濃尾平野は我が国最大のゼロメートル地帯で、河川の氾濫や津波・高潮による危険性大。
（ゼロメートル地帯：約395km2、約90万人が生活）

○東西軸から南北に伸びる主要幹線道路については、厳しい地形等により、雨量規制区間が多数存在する。

伊勢湾

名古屋市

愛知県
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三重県
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出典：国土地理院（数値地図
５０ｍメッシュ（標高））を基に作成

●H12.9東海豪雨による被害状況
清須市（旧枇杷島町）内の浸水状況

●濃尾平野は我が国最大のゼロメートル地帯 ●中部地整管内の通行規制区間

尾鷲地区の年間平均降雨量
4,000mm（全国平均1,700mm）

中部地方の特徴（脆弱な地勢）
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○東海地震、東南海・南海地震などの大規模地震が高い確率で発生すると予測。
（東海地震の発生確率は30年以内に87%、想定死者数24,700人、想定被害額約81兆円)    
中部地域の面積の約45%、人口の約65%が地震防災対策強化地域に指定されている

３０年発生確率： ５７％ ６８％ ８７％

10分で到達 10～20分で到達 0～10分で到達 10～20分で到達

5 – (m)

3 – 5(m)

2 – 3(m)

1 – 2(m)

0 – 1(m)

凡例

5 – (m)

3 – 5(m)

2 – 3(m)

1 – 2(m)

0 – 1(m)

凡例

地震防災対策強化地域

●津波浸水予想図
●東海地震・東南海・南海地震などの大規模地震

中部地方の特徴（大規模地震の発生）
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中部地方の特徴（日本の「モノづくり」の拠点）
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自動車関連
54%
29.3兆円

電子部品関連産業

金属工作など機械工具関連

娯楽機械産業

清涼飲料

航空機関連

楽器関連産業

製茶業

毛織物業

味そ製造

木材加工機械

顕微鏡・望遠鏡等

シェア
中部５県の製造品全国シェア
（製造品等出荷額の全国シェア）

中部５県製造業全体の
全国シェア２７％、８５兆円

陶器・陶磁器関連

■製造品出荷額の中部のシェア

中部５県製造業全体の
全国シェア２７％ 約９１兆円

特に愛知県は製造品出荷額の中部５県の約４割を
占め、32年間連続で全国1位。
人口１人当たりの出荷額は全国の2.5倍。
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愛知県 中部５県 全国

千円/人 人口１人当たりの製造品出荷額

2.5倍
2.0倍

１倍

○中部5県の製造品出荷額は全国の約１／４を占め、人口１人当たりの出荷額は全国の2.0倍。

○愛知県は中部5県の出荷額の半分を占め、人口１人当たりの出荷額は全国の2.5倍。

面積 住民基本台帳人口 製造品出荷額等 製造事業所数 製造業従業者数
(2008.10.1) (2006.3.31) (2007年) (2007年) (2007年)

ｋｍ
２ 人 億円 人 千円/人

愛知県 5,116 7,106,585 474,827 21,768 876,351 6,682
静岡県 7,329 3,775,903 194,103 12,427 457,695 5,141
三重県 5,761 1,857,456 116,018 4,598 212,181 6,246
岐阜県 9,768 2,105,011 58,786 7,508 216,652 2,793
長野県 13,105 2,190,874 70,332 6,358 222,000 3,210
中部５県 41,080 17,035,829 914,066 52,659 1,984,879 5,366
全国 377,944 127,055,025 3,367,566 258,232 8,518,545 2,650

中部の全国比 10.9% 13.4% 27.1% 20.4% 23.3% 2.0倍

人口1人当たりの
製造品出荷額等

■中部５県の製造業の状況
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伊豆観光圏東紀州地域観光圏

箱根･湯河原･熱海
･あしがら観光圏

浜名湖観光圏

伊勢志摩地域観光圏

越中・飛騨観光圏

中部の観光圏、広域観光協議会、主要な観光地
凡 例

観光圏整備実施計画 既認定箇所

観光圏整備実施計画 H22認定箇所

広域にわたる観光推進協議会等

○中部地方は、街道文化・産業観光等多種多様な観光資源が豊富な地域。

南アルプス国立公園

（環境省HP）

国営木曽三川公園

知多半島観光圏

中部地方の特徴（観光交流）

12富士箱根伊豆国立公園
（環境省HP）

世界遺産「熊野古道」

世界遺産「白川郷」
（写真提供 岐阜県白川村役場）
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＜中部管内交通流動＞＜中部管内交通流動＞

出典）平成17年度道路交通センサス（自動車起終点調査）概要書

（平成（平成1717年・平日）年・平日）

単位：千トリップ単位：千トリップ

１７６ ２５８

２２１

２６

近畿圏
（西日本）

関東圏
（東日本）

■名古屋圏の交通の特徴として、東京圏・大阪圏
を連絡する国土軸上に位置し、大量の東西交通
を分担。
■三大都市圏のうち、名古屋圏（中京都市圏）、
東京、京阪神に比べ、自動車利用率が高く
（中京圏58％、東京33％、京阪神32％）、自動車
保有台数においても、１世帯当たり１．６台を保有
（全国平均1.2台）と自動車依存度が極めて高い。
⇒ 自動車交通中心の生活スタイル

◆自動車依存度が高い地域

＜自動車保有台数＜自動車保有台数（１世帯当たり乗用車保有率）（１世帯当たり乗用車保有率）＞＞

出典：自動車検査登録協会HP：保有台数統計（H22.3）、H17国勢調査（世帯数、人口）より算出

57.9%

33.1%

31.7%

17.4%

22.3%

24.3%

14.2%

16.7%

22.1%

9.2%

25.5%

18.9%

1.3%

2.4%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車

徒歩

二輪車

鉄道

バス

名 古 屋 圏
（中京都市圏）

東京都市圏

京阪神都市圏

■自動車交通利用が多い中部地方

（三大都市圏の代表交通手段別利用率）

出典：名古屋圏／平成13年パーソントリップ調査
東京都市圏／平成10年パーソントリップ調査
京阪神都市圏／平成12年パーソントリップ調査

近畿圏総交通量※1
18,995千トリップ

関東圏総交通量※2
45,324千トリップ

※１は近畿内陸、近畿臨海の合計
※2は関東内陸、関東臨海の合計
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中部地方の特徴（交通流動）
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○中部地方の自動車利用時間は約18億時間で、時間損失率は約41％（全国値約37％）。
○都市部では時間損失率が約56％と非常に高い。
○直轄国道では東西軸のkm当たり損失時間が大きい。

■中部地方の時間損失等（Ｈ21年度）

基準所要時間 約11億時間 損失時間 約7億時間

中部地方の自動車利用時間 約18億時間/年

時間損失率 約41％

■直轄国道の時間損失等（年・１km当たり）

※東西軸…国道1号，21号，23号，25号，246号
その他…国道19号，22号，41号，42号，52号，138号，139号，

153号，155号，156号，158号，258号，302号，474号

■地区別の時間損失等（年・１km当たり）

※都市部…DID、地方部…その他

道路を巡る課題（渋滞）

■中部地方における渋滞３Dマップ

【中部地整管内の渋滞損失時間３Ｄマップ】
●色と高さで渋滞等による損失の程度を表す
資料：国土交通省資料 平成１９年度値
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● 死傷事故件数は、平成１６年のピーク（約１３万件）後、改善傾向が続くものの、全国と比べると減少傾向が
やや鈍化。

● 交通事故死者数は、昭和４５年のピーク（２，１９０人）後、一旦半減（昭和５４年：１，００５人）。その後増加に
転じ、平成４年に再度ピーク（１，５１０人）を示し、以降は減少傾向が続く。

出典：交通事故統計年報（Ｓ４５～Ｈ２１年版）（警察庁交通局、（財）交通事故総合分析センター）より作成

■全国、中部４県の死傷事故件数と交通事故死者数の推移

交
通
事
故
死
者
数

（
人
）

死
傷
事
故
件
数

（千
件
）

全国の死者数 （×８人）
中部４県の死者数 （人）

全国の死傷事故件数 （×８千件）
中部４県の死傷事故件数 （千件）

死者数（全国）死者数（全国）

死傷事故件数（全国）死傷事故件数（全国）

死傷事故件数（中部４県）死傷事故件数（中部４県）

死者数（中部４県）死者数（中部４県）

１１０，０９９件１１０，０９９件
（Ｈ２１）（Ｈ２１）

７３６，６８８件７３６，６８８件
（Ｈ２１）（Ｈ２１）

１３１，４５６件１３１，４５６件
（Ｈ１６）（Ｈ１６）

９５２，１９１件９５２，１９１件
（Ｈ１６）（Ｈ１６）

８７，９７２件（Ｓ４５）８７，９７２件（Ｓ４５）

７１８，０７０件（Ｓ４５）７１８，０７０件（Ｓ４５）

５４，４７３件５４，４７３件
（Ｓ４９）（Ｓ４９）

４６０，６４９件４６０，６４９件
（Ｓ５２）（Ｓ５２）

２，１９０人（Ｓ４５）２，１９０人（Ｓ４５）

１６，７６５人（Ｓ４５）１６，７６５人（Ｓ４５）

１，００５人１，００５人
（Ｓ５４）（Ｓ５４）

１，５１０人（Ｈ４）１，５１０人（Ｈ４）

１１，４５１人（Ｈ４）１１，４５１人（Ｈ４）

６４３人（Ｈ２１）６４３人（Ｈ２１）

４，９１４人（Ｈ２１）４，９１４人（Ｈ２１）

減少傾向がやや鈍化減少傾向がやや鈍化
（中部４県）（中部４県）

H21

８，４６６人８，４６６人
（Ｓ５４）（Ｓ５４）

道路を巡る課題（交通事故）
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道路を巡る課題（交通事故）

○全国の国道・都道府県道を約７１万区間に分割し、死傷事故率を高い順に並べると、死傷事故の７１％が全
体の２２％の区間に集中

○交通事故は特定の箇所に集中して発生しており、データに基づく対策箇所の選定が重要

【全国（国道・都道府県）の死傷事故率】

（件/億台km)

0

500

1,000

1,500

2,000

死
傷
事
故
率

　　事故率100以上
　　事故率100未満

100

全国（国道・都道府県道）　死傷事故率

事故の発生していない区間：５０％

要対策区間：約15万区間
（全体の２２％の区間に死傷事故の７１％が集中）

※全国の国道・都道府県道約18万kmにおける４年間（H15～18）の平均事故データから作成
全体：約71万区間

死傷事故の７１％が
全体の２２％の区間に集中

16

※死傷事故率（件/億台km）＝
１０ ×平均死傷事故件数（件/年）
交通量（台/年）×区間延長（km）

８

１台の自動車が１億km走る間に起こりうる死傷事故件数



○中部管内の中山間地・沿岸地域等では、降雨による事前通行規制区間や、落石等による防災対策の必要な

箇所が多数点在。

○近年の集中豪雨等により、各所で災害が発生し通行止め等により生活・物資輸送に影響。

■直轄国道における要防災対策箇所の分布図

出典）中部地方整備局資料

点検対象項目

土砂災害（国道19号岐阜県中津川市）

道路を巡る課題（災害）

17

落石（国道19号長野県木曽郡上松）



○中部地方整備局が管理する道路橋は現在３，７７１橋あり、1955年から1973年にかけての高度経済成長期
に全体の約４２％の約１，５６９橋が建設されている。
○今後これらの高齢化が一斉に進むことから、集中的に多額の修繕・架替え費用が必要となることが懸念され
る。

出典：中部地方整備局 橋梁保全判定会資料

道路を巡る課題（災害）

部材の破断発見（H19.6.20）

斜材の緊急補強

平成１９年６月に建設後４５年（１９６３年架設）の国道２３号木曽川大
橋（上り）で斜材が破断（約４ヶ月間通行規制が発生）

木曽川大橋
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20%
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60%

70%
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90%

100%
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積

15m以上

15m未満

累積

高度経済成長期
1955～1973年

建設年別の橋梁箇所数分布

建設後５０年以上の橋梁数の推移

【20年後】

58%

2188箇所

【現在】
9%
339箇所

【10年後】

33%
1237箇所

40～49年
約898箇所
24%

50年以上
約339箇所
9%

30～39年
約951箇所
25%

20～29年
約740箇所
19%

10～19年
約553箇所
15%

10年未満
約290箇所
8%

全橋梁
3771箇所

年齢別橋梁割合



３．中部地方における道路整備の概要
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三遠南信自動車道

国道４７４号三遠道路

H23一部供用予定

国道３０２号

名古屋環状２号線

H22一部供用予定

国道４７５号東海環状自動車道

岐阜国体に向けた事業展開

国道２３号名豊道路

H22,H23,H24一部供用予定

国道１５３号伊南バイパス

H24一部供用予定

国道１号静清バイパス

H23一部供用予定

伊豆縦貫自動車道

国道１号東駿河湾環状道路

H22,H23一部完成・供用予定近畿自動車道紀勢線

尾鷲北～紀伊長島

H23一部供用予定

いなん

国道２１号可児御嵩バイパス

H22.10.30供用

国道１号矢作橋

H22.11.3開通

中部地方整備局の主な整備箇所（位置図）
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◆名古屋圏環状道路の整備

名古屋都市圏の骨格を形成するとともに、中部国際空港や伊勢湾スーパー中枢港湾等の主要な物流
拠点へのアクセス性を高める名古屋圏環状道路の整備推進

○国道４７５号東海環状自動車道

西部区間の整備により、岐阜・三重間の連携軸の
構築、四日市港へのアクセス強化を図り、物流の
効率化を支援。

平成22年度は、西部区間全線で事業を推進

○国道３０２号名古屋環状Ⅱ号線

平成22年度は、

・東部・東南部区間のH22年度開通に向け工事を推進

H21.4.18開通 L=2.9km

とうかいかんじょう

なごやかんじ ょ う

名古屋圏環状道路の整備
ななごごややけけ んんかかんんじじょょうう
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○東海環状東回り区間の開通により、沿線に立地する工業団地の数は、開通１５年前
の１９９０年頃と比べ約４倍に増加

○便益は年間1,080億円/年、生産額の増加は5,080億円/年

【【参考参考】】東海環状自動車道東回り区間の整備効果東海環状自動車道東回り区間の整備効果
経済波及効果経済波及効果

22

1990年頃の状況〈開通15年前〉
(都市計画決定段階)

4箇所

1990年頃の状況〈開通15年前〉
(都市計画決定段階)

4箇所

2000年の状況
〈開通5年前〉

10箇所

2000年の状況
〈開通5年前〉

10箇所

2004年度の状況
〈開通時〉

17箇所

2004年度の状況
〈開通時〉

17箇所

1989年以前に完成した工業団地等
1990年から2000年に完成した工業団地等
2001年以降に完成した工業団地等

東回り

(2005.3開通)

東海環状道の開通を見込んで

沿線に工業団地が進出

＜開通時＞

17箇所
＜1990年頃＞

4箇所
約4倍

東海環状道の開通を見込んで

沿線に工業団地が進出

＜開通時＞

17箇所
＜開通時＞

17箇所
＜1990年頃＞

4箇所
＜1990年頃＞

4箇所
約4倍

◆東海環状自動車道等のネットワーク整備による経済波及効果

●生産額（全産業）の増加は、

全国合計で５,０８０億円/年。

●世帯が受ける単年度の便益は、

全国合計で１,０８０億円/年。

●東海３県沿線地域の生産額（全産業）平均増加率は１．６％。
※三菱UFJリサーチ＆コンサルティングが試算

東海環状自動車道
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３
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◆伊豆縦貫自動車道 東駿河湾環状道路

伊豆半島部への高速交通サービスの提供、及び観光交通混雑の緩和を図る

平成22年度は、

・長泉JCTが完成予定

・三島塚原IC～大場・函南IC間の工事を推進

伊豆縦貫自動車道 長泉JCT付近（H22.1）

ひが し するがわんかん じ ょ う

伊豆縦貫自動車道

（東駿河湾環状道路）

東名高速道路

新東名高速道路

N

伊
豆
箱
根
鉄
道

東海道新幹線

JR東海本線

JR
東
海
御
殿
場
線

三島駅

長泉JCT
三島加茂IC

三島玉沢IC

大場・函南IC

（函南IC）

（ ）のIC・JCT名称は仮称

東駿河湾環状道路

伊
豆
箱
根
鉄
道

東海道新幹線

JR東海本線

JR
東
海
御
殿
場
線

三島駅

長泉JCT
三島加茂IC

三島玉沢IC

大場・函南IC

（函南IC）

（ ）のIC・JCT名称は仮称

東駿河湾環状道路

平成21年7月27日供用（L=10km）ながいずみ

み し ま つかは ら だ いば かんなみ

伊豆縦貫自動車道
いずじゅうかんいずじゅうかん
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＜損失時間の減少＞
○伊豆縦貫道の開通により、沼津・三島市街地を走行する車両の損失時間が年間約５７万時間減少

○沼津・三島市街地から生じる「自動車交通の損失時間」減少量は年間約１５億円に相当

【【参考参考】】伊豆縦貫自動車道（沼津岡宮伊豆縦貫自動車道（沼津岡宮ICIC～三島塚原～三島塚原ICIC））
開通１年後の整備効果開通１年後の整備効果

ぬまづおかのみやぬまづおかのみや みしまつかはらみしまつかはら

開通前

開通後

総所要時間：４９４万時間

基準基準所要所要時間時間
２４２４７７万時間万時間

損失時間損失時間
２７２７４４万時間万時間

基準基準所要所要時間時間
２４２４７７万時間万時間

総所要時間：５２１万時間

総所要時間：４６４万時間

損失時間損失時間
２２１７１７万時間万時間

損失時間
約５７万時間/年
減少

■自動車利用の

時間損失率

開通前 ５３％

開通後 ４７％

６ポイント
改善

図 伊豆縦貫道の開通前後における沼津・三島市街地の損失時間変化

1

沼津ＩＣ

(長泉ＪＣＴ)

(三島加茂ＩＣ)
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1

沼津ＩＣ

(長泉ＪＣＴ)

(三島加茂ＩＣ)
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414
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136

東名高速道路
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長泉ＩＣ

沼
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沼津岡宮ＩＣ

沼津・三島市街地

＜損失時間・損失額の算出方法＞

損失時間はプローブカーシステムのデータで取得した自由走行時の速度と各時間の速度

による遅れ時間に調査等で取得した交通量を乗じて算定。損失額は平均賃金等に基づく

時間価により換算して算定。

（開通前：平成２１年６月（平日）、開通後：平成２２年６月（平日））

※１：伊豆縦貫道と国道１号、沼津インター線で囲まれるエリア（対象道路：県道以上）
※２：年間の対象日は平日のみ年間２４６日分として算出、また沼津・三島市街地エリア内の主要一般道を対象とした所要時間減少効果のみによる試算
※３：渋滞等が無く、自由に走行できるときの速度。特異的に速度の高い車両の影響を除くため、速度の高い10%を除いた値を採用
※４：実際の車をセンサー代わりに、所要時間等の交通データを取得するシステム

交通の円滑化交通の円滑化
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◆三遠南信自動車道 国道４７４号三遠道路

飯喬道路

長野県南信地域、愛知県奥三河地域及び静岡県北遠地域への高速交通サービスの提供、地域間交
流の活発化が図られ、医療・福祉の迅速な対応が可能

平成22年度は、

・三遠道路の鳳来IC（仮称）～引佐JCT（仮称）間で

工事を推進

・飯喬道路の天竜峡IC～喬木IC間で事業を推進

飯喬道路L=22.1km 小川路峠道路
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ほうらいほうらい

（（鳳来ｌＣ鳳来ｌＣ））
ほうらいほうらい

（（引佐引佐北北ｌＣｌＣ））
いなさいなさきたきた

（（引佐引佐北北ｌＣｌＣ））
いなさいなさきたきた

（（引佐引佐JCTJCT））
いなさいなさ

（（引佐引佐JCTJCT））
いなさいなさ

なん し ん ほ く え んお く みかわ

ほ う ら い い な さ

い い だ か

引佐JCT付近

平成２２年４月撮影

てんりゅうきょう た か ぎ

三遠南信自動車道
さんさんえんなんしんえんなんしん

さ ん え ん
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○三遠南信自動車道が中央自動車道へ直結したことにより、天竜峡エコファクトリーパークでは企業立
地が進み、開通直後に「新産業ゾーン」が全区画完売。

○飯田市の主要な観光地である名勝天竜峡では、観光客が増加傾向を示した。

【【参考参考】】三遠南信自動車道（飯田山本三遠南信自動車道（飯田山本ICIC～天竜峡～天竜峡ICIC））
の整備効果［の整備効果［H20.4.13H20.4.13開通］開通］

いいだやまもといいだやまもと てんりゅうきょうてんりゅうきょう

1,695

1,632 1,624

1,745
1,778

1,250

1,500

1,750

2,000

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

（百人）

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000
（万円）

利用者延べ数 観光消費額

H20.4.13開通

喬木

(程野IC)

天龍峡エコファクトリーパーク

三遠南信自動車道
高速道路
国道
主要地方道
一般県道
市道

凡　例

観光農園

グリーンツーリズム拠点
（農家レストラン）

飯田山本

天龍峡IC

天龍峡

第1工区 第2工区 第3工区

飯田東IC

喬木IC

◆主要な観光地である名勝天龍峡

◆天龍峡エコファクトリーパーク

天龍峡

出典：天龍峡温泉観光協会HP

◆天龍峡観光客延べ数※の年推移

観光消費額の減少に歯止め

飯喬道路第１工区(飯田山本IC～天龍峡IC)

観光
客数

前年
比１
割増観光

客数
観光
客数

前年
比

前年
比１
割１割
増増

出典：『平成20年観光地利用者統計調査結果』長野県観光部観光企画課

※日帰り客数+宿泊客数

30,66030,455
33,795

36,580

45,085

飯喬道路第１工区（飯田山本IC～天龍峡IC） H20.4.13開通

飯喬道路第1工区の開通にあわせ、平成
19年度より、エコファクトリーパークへの
問い合わせ件数が増加しました。
〔飯田市産業経済部

工業課担当者〕

出典：飯田市産業経済部工業課提供資料

◆天龍峡エコファクトリーパーク完売

0

1

2

3

4

5

6

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

〔延べ件数〕

1件

4件

5件

1件

新規立地数/年度

完

売

飯喬道路
開通年に完売

天龍峡エコファクトリーパーク区画図

Ａ社 Ｂ社 Ｅ社
Ｄ社

天竜川

Ｃ社

■天龍峡エコファクトリーパーク概要

準工業地域

容積率２００％、建ぺい率５０％
都市計画

食品関係、環境関連、

研究開発型企業 ほか
対象業種

飯田市川路所在地

天龍峡ＩＣまで１．２ｋｍ
の好立地

位置図 凡 例
三遠南信自動車道

高速道路

国道

主要地方道

一般県道

市道

凡 例

三遠南信自動車道

高速道路

国道

主要地方道

一般県道

市道

凡 例

天龍峡エコファクトリーパーク全景

新産業ｿﾞｰﾝ

三遠南信自動車道

中央自動車道

至 諏訪

至 名古屋至 天竜峡

【飯田山本ＩＣ】

中央自動車道
至 諏訪

至 名古屋

地域・観光の振興地域・観光の振興
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◆近畿自動車道紀勢線（新直轄） 尾鷲北IC(仮称)～紀伊長島IC(仮称)

◆国道42号熊野尾鷲道路

地域の医療、福祉、防災など地域住民の安心・安全を守る「命の道」として、三重県東紀州地域を支える
道路の整備

平成22年度は、

用地買収及び工事を全面的に推進

おわせきた きい ながしま

く ま の お わ せ

近畿自動車道 紀勢線
ききんんきき ききせせいい
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緊急医療を支える“命の道”熊野尾鷲道路の開通により
○尾鷲市三木里地区から尾鷲市内にある市立尾鷲総合病院への所用時間が短縮。

⇒所用時間 約３０分が 約１５分に短縮、 利用実績 約１年で約１９０件

開通箇所開通箇所

新
直
轄
区
間

熊
野
尾
鷲
道
路

近
畿
自
動
車
道
紀
勢
線 紀伊長島IC

尾鷲北IC

尾鷲南IC

大泊IC

三木里IC

三重県

現道を使用した救急搬送状況

■命の道（熊野尾鷲道路）を経由した
救急搬送が、開通から約1年で
約１９０件の利用約１９０件の利用
（紀北消防組合輪内出張所への聞き取り調査結果）

熊野尾鷲道路の開通により
○熊野尾鷲道路を利用すると、振動が
なく搬送患者に負担がかからなくなり
ました。
○患者に負担がかからないので、従来
経路と搬送時間が同じでも、熊野尾鷲
道路を、利用しています。

救急隊員のコメント

【【参考参考】】熊野尾鷲道路（尾鷲南熊野尾鷲道路（尾鷲南ICIC～三木里～三木里ICIC））
の整備効果［の整備効果［H20.4.20H20.4.20開通］開通］

おわせみなみおわせみなみ みみききささとと

熊野尾鷲道路の開通により
○通院や救急車の搬送も時間短縮でま
さに“命の道”だと思う。
○尾鷲総合病院に入院していた父が亡
くなる時、急いで向かったが５分遅く死に
目に会えなかった。道路が完成していれ
ばと今思うと残念。

開通直後の利用者の声

命の道命の道
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